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〔Ⅰ〕はじめに
本編は、令和３年に判決の言渡しのあった著作権

法及び不正競争防止法（不競法）の民事訴訟事件判
決の概況についてとりまとめたものである。裁判所
ホームページ「知的財産裁判例集」に掲載された判
決を対象とした。なお、著作権の周辺領域であるパ
ブリシティ権・肖像権に関する判決も含まれている。

以下において、著作権法は「著」、不正競争防止

法は「不競法」「不」、特許法は「特」、商標法は「商標」、
日本国憲法は「憲」、民法は「民」、民事訴訟法は

「民訴」、特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の
制限及び発信者情報の開示に関する法律は「プロバ
イダ責任制限法」「プ」、私的独占の禁止及び公正取
引の確保に関する法律は「独禁」「独」、弁護士法は

「弁」、著作権等管理事業法は「著管事法」、国家賠
償法は「国賠」と、適宜略記した。

令和３年著作権法・不正競争防止法令和３年著作権法・不正競争防止法
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